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  低価格重視 
（支出の痛みのみが高い） 
  高いものは良いと考えている 
  が，支出の痛みを感じている 
（全ての項目で高い） 


























２ ３ どちらでもない ４ ５ かなり 























































































































































































































































































































































































































































































































3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 40
クラスタ１ 
クラスタ２ 
クラスタ３ 
クラスタ４ 
クラスタ２（愛国派）・３（低価格重視派）の 
最頻値：8万元 
クラスタ４（反日派）の 
最頻値：10万元 
クラスタ１（高価格受容派） 
の最頻値：15万元 
各グループの小型車に関して妥当だと思う価格については低価格重視層でも最頻値は8万元で
あり，5万元を下回る小型車が発売されている現在，消費者観点から見れば，それは安すぎる
価格と考えられ，企業の経済損失が発生している可能性を示した。
日本の自動車合弁企業の観点から，今後とるべき戦略について述べる。日系メーカーとして
は，本調査の「高価格受容グループ」と「低価格重視グループ」をターゲットとすべきであり，
「愛国派グループ」「反日派グループ」は，短期的にはターゲットになり得ないだろう。通常の
大手は，付加価値戦略で「高価格受容グループ」をターゲットとすべきである。日本車のイメ
ージは，それほど悪くないため，早急なブランドイメージのアップを図ることが重要である。
「低価格重視グループ」に関しては，コストダウンを得意とし，低価格路線が得意なメーカー
得意な企業が向いている。コスト・リーダーシップが確立できれば有望である。ただし，この
層をターゲットとする場合でも企業の想定価格は低すぎる可能性がある。小型車のちょうど良
いと感じる価格は8万元が最頻値である。
また長期的には愛国派，反日派への対応として，韓国におけるレクサスの普及のように日本
国籍色を薄めたブランド戦略での対応が必要であろう。
（注）この調査研究は株式会社サーチナの協力により，無償でインターネット・リサーチを行
った。ここにサーチナにそのご協力を感謝申し上げる。またこの研究には，一部，2006年度
文部科学省科学研究費補助金（基盤研究（B））「マーケティング技術と実務知識の日本から東
アジア諸国への移転研究」が使われた。
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